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世界の一握りの豊かな国々と企業が気候変動の主要因を作ってきた。しかし、その悪影響は貧しい多数者の上に真っ先に、そして最も激しく降りかかっている。

この基本的で否定しようのない事実が、世界の気候正義運動の出発点となっている。気候変動動は地球上のいたるところで、その生命バランスをおびやかし、人々が作り上げてきたコミュニティも影響を受けている。気候変動に対する早急な取り組みが、貧富の別なく全ての人々に、産業先進国であるなしに関わらず全ての国々に求められている。
しかし、気候変動に対する取り組みは効果的であると同時に公正なものでなくてはならない。途上国やそのコミュニティは、気候変動の原因や結果に対する豊かな国々の歴史的責任を無視することはできない。また、地球上の限られた環境上のスペースを、豊かな少数者が過剰に消費し続けているのを見逃すこともできないし、そうするべきではない。

富める側の責任
大気中に占める温室効果ガスの濃度は今日、歴史上かつてないほど高くなっている。産業革命以降大気中に排出され、たまり続けてきた温室効果ガスが地球を厚く取り巻き、深刻な温暖化を生み出している（注１）。

これら温室効果ガス排出の責任はひとえに産業先進国にある。世界人口の5分の1以下の人々が、これまでの全温室効果ガスのほぼ4分の3を排出しながら豊かな経済発展を遂げてきた。この大気は世界全体が共有しているものである。
貧しい側に及ぼす問題
富める側による過剰排出は気候の不安定化を生み出し、貧しい側に害を及ぼしその将来を脅かしている。

すでに気候変動は海面上昇、海水の酸化、氷冠・氷河・永久凍土層の融解、森林・さんご礁その他の生態系の破壊、山火事・洪水・旱害の集中的増加、その他の異常気象を引き起こしている。
このため水不足の悪化、食糧生産の減少、病気を媒介する生物の分布変化が起こっている。また何百万人もの人たちの生命線であるインフラや資源がさらに脅威にさらされている。
気候変動の原因を作り出すのにほとんど関与していない貧しい国・コミュニティが真っ先に、そしてもっともひどくそをの影響を被っている。

「気候債務」という概念
貧しい国が気候変動の原因に関与した程度と、そこから受ける被害のあまりのアンバランスから鑑みて、産業先進国は二重の「気候債務」を負っているとみなすべきである（注２）。
・温室効果ガスを吸収する地球の能力の過剰使用と、それによる余剰スペースの大幅な減少に関して－途上国はその発展に必要な分まで、温室効果ガスの吸収能力を奪われている－産業先進国は途上国に対して“排出債務”を蓄積させている。
・この過剰排出の悪影響で損失や被害が生じ、途上国の発展の機会が失われていることに関して－産業先進国は途上国の“適応のための債務－適応債務”を蓄積し続けている。
これらの債務－排出債務と適応債務－の合計額が、産業先進国政府が負う“気候債務”の額である。
排出債務

産業先進国の排出債務の額は、過去、現在そして将来において産業先進国が相応のシェア以上に大気中のスペースを侵食して排出する量によって決まる（将来の排出量は現在提案されている量を元に換算）。世界で20％以下の人口しか擁しないに関わらず、産業先進国は1850年以降これまで、全排出量の70％以上を排出してきた（グラフ１）。一人当たり同じ量を公平に排出した場合（グラフ２）よりもはるかに多い。
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グラフ１　1850年以降の排出割合　　　グラフ２　地球上の人が同じ量排出してたら
（青が産業先進国、赤が途上国）　　　こうなったはず（青が産業先進国、赤が途上国）
地球環境の余剰スペースをさんざん使い尽くした挙句　－　貧しい国々のコミュニティの分まで奪いながら　－　今度は2050年までこれまで同様に分不相応な割合で排出し続けようと提案している（グラフ３）。一人当たりの排出量を平等にするなら、グラフ4のようになるはずである（注３）。
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グラフ３　提案されている将来の排出量比　　グラフ４　将来、公平に排出した場合
（青が産業先進国、赤が途上国）             （青が産業先進国、赤が途上国）

人口からすれば少ない割合しか占めない産業先進国が、地球上の資源の大部分を自分たちのために使ってきた。これらの資源はすべての人のものであり、その他大勢の人々と公平に分かち合うべきものである。
過去の過剰な排出レベルに基づいて将来の排出割り当て量を決めることで、豊かな国は実質的に、歴史的に負っている排出債務の全額帳消しを主張していることになるのである(グラフ１、２）。そして同時に、本来なら南に割り当てられるべき何兆ドルにも値する（注４）大気中のスペースまで奪い取ろうとしているのだ。

この提案が採用されるなら、途上国の排出量は低いままに留め置かれ、人口一人当たりのシェアは大幅に減少し、先進国ではすでに整備されている住宅や学校や道路などのインフラを建設するのに必要な環境上のスペースさえ途上国には残されないことになる（注５）。

先進国の提案通りに行くと、彼らは現在抱えている排出債務を返済することなく、さらに膨らませることになる。これは過去の不公正を将来の気候管理体制に持ち込むものであり、過去そして現在の豊かな国々の過剰消費に関して「汚染者が利益を得、貧しいものが支払う」システムを作り上げようとするものだ。
適応債務
先進国は、環境上のスペースを開放するとともに、彼らが人口比にして過剰な排出を歴史的に続けてきたことで貧しいコミュニティや国々に及ぼしている悪影響の責任を取る必要がある。
・農民・農村コミュニティが受ける被害。いくつかの国では天水に頼る農業生産は2020年までに50％減少し、何百万もの人が食料が得られなくなると見られている。
・先住民やそのコミュニティが受ける被害。エコシステムの変化による悪影響で先住民やそのコミュニティは被害を受けており、伝統的な暮らしが脅かされている。
・女性が受ける被害。世界の貧者の70%は女性である。女性は世界の食料の半分を生産している。気候変動の悪影響を最もひどく受ける彼女たちこそ、その問題解決の中心を担うべきである。
・貧しいコミュニティが受ける被害。特に海岸線や河川の氾濫原などのハイリスク・エリ
アに密集して住む人々や天災に見舞われやすい地域に住む人々が受ける被害。
・乏しい水資源に頼っている人々が受ける被害。気候変動により、2020年までには7500万から2億5千万人の人が水不足に苦しむことになると見られている。
・健康被害を受けやすいコミュニティへが受ける被害。増大する栄養不良、疾病、天災による死亡や怪我など、何百万もの人が健康上の被害を受けると見られている。
これらの被害は、今の温暖化を引き起こした過去の排出が原因である。海洋や他のシステムの温度が上がるので、それにより将来もかなりの温暖化が起こると見られている。すでに存続そのものが脅かされているコミュニティもある。一方で、何十億もの人々を貧困から引き上げ、開発を進めようという努力の前にこれらの悪影響が障害として立ちふさがっている。

将来の悪影響や被害の全貌を予想するのは不可能だ－温室効果ガス排出経路は不確定で、気候システムはあまりに複雑である。
しかし公正の観点から、気候変動対策はその原因を作り出しながら利益を得た者が、被害者に補償するものでなくてはならない。

原因を作り出した側が悪影響を避けるための全コストをカバーし、また悪影響を避けえず被害を受けた者への補償を支払うべきだ。これは豊かな産業化世界が、貧しい国々、コミュニティ、人々に対して負う適応債務である。
エコロジカル・デット（生態系債務）の一構成要素としての気候債務

気候債務は、エコロジカル・デット（生態系債務）というより広い概念の構成要素である。

この債務は豊かな国々が自然から提供される様々な物資やサービスを過剰に消費し、汚染してきたことで生じる。
少数の人間による食料、水、鉱物、森林、水産資源、その他のものの過剰消費が、底をつきつつある資源を更に減少に貢献させている。米国人一人当たりのエコロジカル・フットプリント（消費される資源や水を生産するのに必要な土地や海の面積で測られる）は地球の持続可能なレベルの4倍以上であり、中国人のそれの4倍、インド人の9倍である（注６）
地球全体で言えば、私たちのエコロジカル・フットプリントは地球が再生産可能なレベルを約30%オーバーしている。もし今の流れが続けば、2030年代半ばまでに私たちは地球がもうひとつ必要になる。中でも私たちの二酸化炭素排出量は大きな割合を占めており、しかもその割合は増えつつある。気候正義を実現するあらゆる努力は、まず富める者と貧しい者、先進国と発展途上国の間の生態系上の正義、社会正義を推進する幅広い努力に根付いたものでなくてはならないのだ。
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図５　構成要素別エコロジカル・フットプリント
上から、紫：市街地、水色：漁場、黄土色：森林、ピンク：放牧地、ベージュ：農耕地

青：二酸化炭素排出量、
横線　世界の生物的生産量　　　縦軸　地球何個分か　　　　　　横軸　年
出典： WWF Living Planet Report　図23、構成要素別エコロジカル・フットプリント
気候債務の返済
豊かな産業先進国は、彼らが負う気候債務を全額返済しなければならない。
気候債務返済は、単に正当であるだけではなく、効果的な気候変動解決の基礎を提供する。

公正で効果的な気候変動対策には最低限、以下のことが要求される；
－気候変動の原因にほとんど関与していないにも関わらずその最初の犠牲者になっている途上国とそのコミュニティに対する適応債務を、先進国は全額返済する。先進国は途上国ならびにそのコミュニティがこうむっている損害を完全に補償し、将来起こりうる被害を回避する、あるいは軽減するための資金と技術を供与する。先進国は途上国に対する適応債務の返済を直ちに開始するよう尽力しなくてはならない。

－先進国は途上国とそのコミュニティに対して彼らが負う排出債務を全額返済しなければならない。もし、先進国が2020年にいたるまで1990年レベルの70%かそれ以上の汚染を続けようとするなら（30%削減とはそういうことになる）気候変動に関して持続可能な解決はありえない。
これ以上の債務蓄積を避けるためには、先進国は二酸化炭素排出量ゼロあるいはマイナスを目指さなくてはならなくなる。先進国の過去の責任を考えると、彼らに今後割り当てられる大気中のスペースはもっと減らされるべきである（注７）。
先進国は過去の排出債務を反映した割り当て量を受け入れ、自国の排出量を、率先して劇的に減らすべきである。
－先進国は、より過酷になるつつある気候とより限られた大気スペースという二重の桎梏
の元にある途上国が必要とする資金・技術を提供しなくてはならない。

先進国は途上国が取り組んでいる排出削減に要する、ますます増加するコストを全額負担する義務を全うしなくてはならない。そうすることで、途上国は気候変動を遅らせることに関して、彼らの役割を果たすことができ、一方で、自国の国民の必要を満たすことができる。
_______________________________________________________________________

気候債務に関する最近のステートメント（抜粋）
ボリビア、キューバ、ドミニカ、ホンジュラス、ニカラグア、ベネズエラの首長による宣言（クマナ宣言2009年4月）

気候変動に関して、先進国は世界に環境債務を負っている。なぜならこれらの国が1750年以降排出された二酸化炭素の７０％を排出してきたからだ。先進国は、人類ならびにこの地球に対する債務を支払うべきである。そして資本主義的産業発展がもたらした深刻な被害を再び繰り返さずに住むような成長モデルを、途上国が実践できるよう、先進国は相応の資金を提供するべきである。
スリランカ環境大臣のスピーチ
提案されている排出量削減（バリ・ロードマップ）は人類を救うのに十分ではない。われわれの地球を救うに足る客観的基準が設定されるべきだ。IPCCの炭素収支によると、2009年の二酸化炭素環境許容量一人頭2170kg。

スリランカでは人口一人当たり毎年660kgしか排出していない。一方、米国とカナダでは一人当たり2万2千kgを排出しており、これは許容量の10倍の量である。世界平均は4700kg、許容レベルの2倍である。これは、われわれのような低排出国はこれ以上輩出できないことを意味している。なぜなら、われわれのスペースは何の了承も得ぬまますでに先進国すなわち地球汚染国によって使われてしまったからだ。
さらに重要なことは、彼らはわれわれの将来の世代の分まで使ってしまったのだ。

もし私たちがICPPの科学的基準を採用するなら、これらいわゆる“先進国”はその排出レベルを2020年までに最低70%から90%削減しなくてはならない。付け加えて、彼らは他の国に環境債務を負っており、適応基金を立ち上げることでこれを返済しなくてはならない。いま、これらの国々ははるか遠くに目標（2050年までに50%の削減）を設定する“牛歩戦術”を取っているが、これは彼らの子どもたちに返済義務を転嫁するものだ。一方で、現在許容レベルよりをはるかに下回る排出しかしていない途上国が、排出量を増やしつつあると非難されている。
LDCグループ議長国レソト代表の発言（LDCを代表して）

先進国は適切で野心的な国内での排出削減の取り組みを行うことでリーダーシップを発揮すべきだ。これらの行動において鍵となる原則は、温暖化の影響を受けやすい国々が受ける被害を最小に食い止め、あるいは回避することを目標としなくてはならないということだ。気候変動対策の失敗は、LDC諸国の貧困と困難を増大させる。そしてこれは、先進国が過剰排出によってわれわれに負っている債務をさらに増加させることになるのだ。
UNFCCへのボリビア提出文書
先進国が負う気候債務は返済されなくてはならない。そしてその返済はコペンハーゲンで合意される結論からスタートするべきだ。発展途上国は私たちが引き起こしたわけではない問題を解決するための“施し”を乞うているのではない。私たちが求めているのは、先進国が地球の気候システムの一体性を脅かすことでわれわれに対して負っている債務の全額返済だ。先進国はすべての人に公正かつ公平に属している資源を過剰に消費し、地球人口の多数を占める貧しい人々の命と生活を脅かしながら、自分たちのライフスタイルを維持し続けている。
この債務返済は、環境上のスペースを途上国の、とくに貧しいコミュニティに譲り渡すことによって返済されなくてはならない。公平でなければ、気候変動への効果的かつ実行可能な解決にはなりえない。

先進国による排出量大幅削減は、地球気候の安定化に不可欠の条件だ。

もし途上国での排出削減も必要であり、同時に途上国の開発に対する権利や、これらの国で最優先されるべき貧困根絶と経済的・社会的発展も達成しようとするなら、これまで考えられてきた以上の根本的かつ大規模な技術と資金の移転も必要である。

地球の限られた温室効果ガス吸収能力の公平な分配、排出削減ならびに適応のための費用の公平な分配が確実に行われない限り、どんな解決策も失敗に終わるだろう。

汎アフリカ気候正義同盟の声明

（アフリカ63のNGO）
その過剰排出によって、豊かな少数者は、すべての人に公平に属し公正に分かち合われるべき地球の大気スペースを独占してきた。
先進国の分不相応に大きな気候変動原因への関与は－それによって途上国は大気中に公正に分け与えられるべきスペースまで拒絶されている－彼らの“排出債務”を急増させている。

この過剰排出は結果的に、途上国、特にアフリカが現在こうむっている気候変動による被害の主要な原因となっている。
先進国の分不相応に大きな気候変動原因への関与は－それによって私たち気候変動に適応しなければならない国が負うコストを増大させ、被害を及ぼしている－彼らの“適応債務”を急増させいる。

この二つの債務－排出債務と適応債務－の合計額が気候債務の額である。気候交渉における先進国の提案は、排出低減に関しても適応に関しても不十分である。
先進国は、アフリカで気候変動に対応するために行われている努力に資金提供するという彼らの責任を回避し、適応と低減のためのコストを他に転嫁しようとしている。

先進国はまた、自らの排出量を減らすことなく、人口当たりの高排出を続けようとしている。これは彼らの債務をさらに蓄積させ、また、私たちのような途上国を大気中のスペース利用から締め出すものである。わずかに残されたスペースにアフリカ諸国は自らを詰め込むように言い渡されている。
それゆえ私たちは、先進国に、彼らがアフリカ諸国に対して負う気候債務を全額、効果的かつ即時に返済するよう呼びかける。
アメリカ諸国労働組合会議声明（ラテンアメリカならびにカリブ海諸国）
気候正義の主張は、先進国が150年以上にわたる化石燃料－ガス、炭素、石油－の過剰採掘の上に成し遂げてきた開発によって、巨額の環境債務を南の国々に背負っているという認識に基づく
この問題は気候変動に関する債務であり、先進国はそれを返済しなくてはならない。気候正義は、北の豊かな国々がこの環境債務を認めて初めて達成できる。先進国はまた、その汚染物質の排出を劇的かつ早急に減らし、かつ、貧しい国々が排出削減と適応を成し遂げるための資金、ならびに環境的に持続可能な生産プロセスを開発するための“クリーン”テクノロジーのグローバルサウスへの移転に必要な資金を提供しなくてはならない。

北極、北アメリカ、アジア、太平洋、ラテンアメリカ、アフリカ、カリブ海諸国、ロシアの先住民代表が合意したアンカレッジ宣言

私たちはUNFCCに参加する各グループに、われわれ先住民が分かち合う伝統的な知恵と実践が気候変動への対応策を作る上げる際に重要な役割を果たすことを認めるよう要求する。
われわれはまた、気候変動に取り組むために、ANNEX１の諸国が温室効果ガス排出によって蓄積した歴史的・生態系上の債務を認めるよう、UNFCCによびかける。
われわれはこれらの国が歴史上抱える債務を支払うよう要求する。

注１）IPCC第四次評価報告書、統合報告書72ページ
注２）アフリカ、アジア、ラテンアメリカ、ヨーロッパ、北米の、ますます多くの国の首長・大臣・政府高官や先住民・開発・ジェンダー・労働問題・環境や社会正義に取り組むNGOや社会運動が、気候変動を"債務“の概念と絡める見方を提示するようになってきている。
注３）この分析は化石燃料利用による排出に焦点を当てており、ANNEX1諸国が2020年までに排出量を30%削減（EUの提案に沿って）、2050年までに85%削減、地球全体の排出量が2050年までに80%削減する場合を想定している（これでも気温が2℃上昇し、多大な被害や損害が予想されている）。

注４）ニコラス・スターン、“The Global Deal (2009)”p154は、排出権交渉は“重大な資金割り当てが絡んでいる。CO2、1トン当たり40ドル、世界全体の排出量を30Gt（2030年に目標とされている排出量）とすると、世界の排出権は年1.2兆ドルに値する”と述べている。

注5)　「ANNEX１諸国は2050年までに1990年レベルから30%の削減し、非ANNEX１諸国はいわゆる“通常の”排出量から15-30%削減」というEU提案によると、米国が2020年時点で人口一人当たり約14トンの温室効果ガスを出し続ける一方、インドの割り当ては人口一人当たり約3トンに留まる。技術移転や資金援助によって効率性が増せば、環境スペース割り当ての不公正の程度は多少軽減されるかもしれない。しかし、このような手段が有効であることを示す責任は先進国側が負うべきである。
注６）WWF Living Planet Report (2008)　14ページ以降
注７）Nicholas Stern, The Global Deal (2009)　154ページ（「その年々の排出量よりもこれまでの排出総量に関する公平性や歴史をより大きく考慮するなら、どの年をとっても豊かな国々の排出権割り当ては今より人口当たり2トン（かそれ以上）少なくなるだろう。」と述べている）
